
○津幡町まちづくり組織支援補助金交付要綱 

令和５年１２月２５日 

津幡町告示第１１２号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域住民による地域課題の解決や地域資源を活用したまちづくりを推進す

るため、津幡町まちづくり協議会等の認定に関する要綱（令和５年津幡町告示第１１１号。以

下「認定要綱」という。）に基づき認定されたまちづくり協議会又はまちづくり協議会準備会

（以下「まちづくり協議会等」という。）が実施する事業に要する費用に対し、補助金を交付

するものとし、その交付に関しては、津幡町補助金交付規則（昭和４３年津幡町規則第３号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） まちづくり協議会 認定要綱第７条の規定により認定された組織をいう。 

（２） まちづくり協議会準備会 認定要綱第１１条の規定により認定された組織をいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、まちづくり協議会等とする。 

（補助対象費用） 

第４条 補助金の対象となる費用（以下「補助対象費用」という。）は、第６条に規定する申請

書の提出があった日の属する年度における事業の実施に要する費用並びにまちづくり協議会等

の設立及び運営に必要な事務費その他の初期費用とする。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、前条の補助対象費用の総額から補助対象事業の実施に伴う参加費、協賛

金その他の事業収入を控除した額（１，０００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨

てた額）とし、１年度につき２０万円を限度とする。ただし、まちづくり協議会等のいずれか

一方が申請する初年度に限り上限額を３０万円とする。 

２ 補助金は、同一年度分を一括して交付する。 

３ まちづくり協議会準備会が補助金の交付を申請した場合において、その後に当該まちづくり

協議会準備会がまちづくり協議会を設立し、認定要綱第７条に基づく認定を受けたときは、当

該まちづくり協議会を補助金の交付申請者とみなす。 

（補助金の交付申請） 



第６条 補助金の交付を受けようとする者は、津幡町まちづくり組織支援補助金交付申請書（様

式第１号）に必要書類を添えて、町長に申請しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付を適

当と認めるときは、規則第７条に規定する補助金交付決定通知書により申請者に通知するもの

とする。 

（申請内容の変更等） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者は、補助事業の内容を変更又は中止しよ

うとするときは、規則第６条に規定する申請書に必要書類を添えて、町長に申請し承認を受け

なければならない。 

（補助金の請求） 

第９条 第７条の規定により補助金の交付決定を受けた者は、規則第１６条に規定する請求書に

必要書類を添えて、町長に請求するものとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 補助金は、概算払により交付するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、事業完了後１５日以内に津幡町まちづくり組織支援補助

事業実績報告書（様式第２号）に必要書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１２条 町長は、前条に規定する実績報告書の提出を受けたときは、書類の審査及び必要に応

じて行う現地調査等により、適当と認めるときは交付すべき補助金の額を確定し、規則第１４

条に規定する補助金確定通知書により申請者に通知するものとする。 

（余剰金の返還） 

第１３条 補助金の交付を受けた者は、補助金の額を確定した場合において、既にその額を超え

る補助金が交付されているときは、当該余剰金を町に返還しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１４条 町長は、補助金の交付を受けた者が偽りその他不正な行為等により補助金を受領した

場合には、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、補助金の返還を命ずることができる。 

（雑則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関して必要な事項は、町長が別に定



める。 

附 則 

１ この要綱は、公表の日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第１１条関係） 

 


